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 電気事業託送供給等収支計算規則第２条第２項の規定に基づき、別紙のとおり

事業者設定基準を定めたので届け出ます。  

  



 

 

 

 

１．別表第１（事業者に係る託送供給等収支配分基準）８．に規定する基準 

  ８．６．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第１第５表により超過利潤計算書を

作成すること。 

 

 

２．設定した基準 

別表第１ ８．の規定によらず、役員退任後の嘱託等の報酬について返還を受けた額に関しては、様式第

１第５表により作成する超過利潤計算書における当期超過利潤額の算定上、「税引前送配電部門当期純利益

（①）」に加算することとする。 

 

 

３．事業者の実情に応じた基準により算定することが適当である理由 

２０２０年度、関西電力株式会社では業務改善計画の実行状況に記載のとおり、修正申告に係る追加納

税分の補填趣旨や過去の経営不振時の役員報酬カットに対する補填が認められた、18 名の退任役員に対す

る嘱託等報酬の総額約 2.6 億円について自主返還を要請し、全額の返還が完了している。当該金額につい

ては、電気事業託送供給等収支計算規則の一部を改正する省令（経済産業省令第９１号 令和２年１２月

２８日）施行の日以後に終了する事業年度以前に支出されたものに対する返還であるが、関西電力送配電

株式会社の収益には計上されず、超過利潤を減少させたままとなっていることから、別表第１ ８．の規

定によらず、上記の基準を設定した。 

  



 

 

 

 

１．別表第１（事業者に係る託送供給等収支配分基準）９．に規定する基準 

９．７．の規定により作成された固定資産明細表及び８．の規定により作成された超過利潤計算書を基に、

様式第１第６表により超過利潤累積額管理表を作成すること。 

 

様式第１第６表（記載注意） 

４．一定水準額は、送配電部門に係る固定資産の期首と期末における帳簿価額（超過契約額に係る帳簿価額

を除く。）を平均した額（以下「平均帳簿価額」という。）に託送供給等約款の料金を設定した際に算定

した事業報酬率（平成 24 年 7 月 25 日以降改正法第 1 条の規定による改正前の法（以下「旧法」とい

う。）第 19 条第 1項の認可を受けた一般送配電事業者たる法人にあっては、改正法の施行の日の翌日以

降に法第 18 条第 1 項の規定による託送供給等約款の認可があったとき、同条第 5 項の規定による託送

供給等約款の変更の届出があったとき、又は法第 19 条第 2 項の規定による変更があったときまでの間

は、直近の旧法第 24 条の 3 第 1 項の規定による届出に係る託送供給約款の料金を設定した際に算定し

た事業報酬率（以下単に「事業報酬率」という。））を乗じて算定すること。 

 

 

２．設定した基準 

平均帳簿価額を算定する際の送配電部門に係る固定資産の期首における帳簿価額は，分社化に伴い承継し

た固定資産のうち送配電部門に係るものの帳簿価額とする。 

 

 

３．事業者の実情に応じた基準により算定することが適当である理由 

２０２０年４月１日に関西電力株式会社から一般送配電事業等を会社分割の方法により承継したことに

伴い、送配電部門に係る固定資産の期首における帳簿価額が零となっているが、会社分割に伴う関西電力株

式会社からの資産承継が同日に行われたことを踏まえ、平均帳簿価額を算定する際の送配電部門に係る固定

資産の期首における帳簿価額を、承継した固定資産のうち送配電部門に係るものの帳簿価額とすることがよ

り実態を表すと考えられるため、上記基準によることとした。 

  



 

 

 

 

１．別表第１（事業者に係る託送供給等収支配分基準）１０．に規定する基準 

１０．供給計画により主要な送電線路及び変電所として届け出た設備（電源線及び前期以前に竣工済みとな

ったものを除く。以下この別表において「特定設備」という。）に係る投資額（当該特定設備の帳簿

原価の事業年度における増加額をいう。）について、様式第１第７表により特定設備投資額明細表を

整理すること。 

 

 

２．設定した基準 

東京中部間連系設備の建設については、供給計画により届け出た設備に係る投資額に限定せず、関連し

て発生する工事として必要な投資額も当期投資額の対象とする。 

 

 

３．事業者の実情に応じた基準により算定することが適当である理由 

東京中部間連系設備の建設については、供給計画により届け出た設備に係る投資のみならず、それに関

連する投資も発生するが、いずれも、総合資源エネルギー調査会総合部会／地域間連系線等の強化に関す

るマスタープラン研究会の議論を踏まえて行われる投資であり、供給計画により届け出た設備に係る投資

と、それに関連する投資を同一の整理とすることが合理的であるため、上記基準によることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


